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Ⅱ 「 建物附属設備」 の取り扱いの変更
１ ． 「 社会福祉充実計画の承認等に関するＱ＆Ａ （ vol.２ ） 」 問28および29

問28 問29

減価償却累計額の算定に当たって、 建物のう ち、
建物付属設備については、 どのよう に取り 扱う べ

きか。

減価償却累計額の算定に当たって、 基本財産に位
置付けている建物 Aの建物付属設備について、 建
物 A建設当初のものについては基本財産に計上し 、
その後に増設した付属設備については、 その他の
固定資産における構築物に計上しているよう な場
合、 どのよう に取り扱う べきか。

１ ． 社会福祉法人会計基準において、 貸借対照表
上、 「 建物」 に計上すべき金額は、 「 建物及び
建物付属設備」 と していると ころであり 、 減価
償却累計額の算定に当たっては、 建物ごとに、
当該建物付属設備を含む金額を計上すること と

なる。
２ ． なお、 建物取得年度の記載に当たっては、 建
物と建物付属設備の取得年度が異なる場合で
あっても、 建物付属設備の取得・ 更新時期にか

かわらず、 建物の取得年度とすること 。

ご指摘のよう な場合、 建物付属設備については、
「 構築物」 ではなく 、 「 建物」 の勘定科目を用い
るとと もに、 建物 Aの取得年度に応じた建設工事
費デフレーターを用いること 。

１ ． 貸借対照表および財産目録上、「建物」科目に「建物」と「建物附属設備」を合算計上します。
（ 「建物附属設備」科目は使用しない）

２ ． 財産目録の明細においても、「建物」に「建物附属設備」を含んで記載する必要があります。
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